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午後１時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．中山間地域の振興に係る現状と課題及び

現在の取組について

２．地域交通の維持・確保の取組について

３．新たな情報通信基盤を活用した中山間地

域の利便性向上の取組について

○協議事項

１．県内調査について

２．県外調査について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（11人）

委 員 長 脇 谷 のりこ

副 委 員 長 有 岡 浩 一

委 員 蓬 原 正 三

委 員 外 山 衛

委 員 右 松 隆 央

委 員 武 田 浩 一

委 員 安 田 厚 生

委 員 山 下 寿

委 員 太 田 清 海

委 員 河 野 哲 也

委 員 井 上 紀代子

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

総合政策部次長
内 野 浩一朗

（ 政 策 推 進 担 当 ）

総合政策部次長
矢 野 慶 子

（県民生活・文化祭担当）

総 合 政 策 課 長 大 東 収

総 合 交 通 課 長 髙 橋 智 彦

中山間・地域政策課長 川 端 輝 治

情 報 政 策 課 長 戸 髙 広 信

事務局職員出席者

政策調査課主査 飛 田 真志野

政策調査課主査 菊 地 潤 一

○脇谷委員長 ただいまから地域振興対策特別

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。お手元に配付の日程（案）を御覧ください。

本日は、総合政策部から中山間地域振興に係

る現状と課題及び現在の取組等について説明を

いただきます。

その後、委員会の県内調査等について御協議

いただきたいと思いますが、このように取り進

めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため暫時休憩いたします。

午後１時２分休憩

午後１時３分再開

○脇谷委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部においでいただきました。

令和３年６月28日（月曜日）



- 2 -

なお、執行部の紹介については、お手元に配

付の出席者配席表に代えさせていただきます。

それでは、執行部から概要説明をお願いいた

します。

○松浦総合政策部長 総合政策部でございます。

本日の報告事項でございますが、お手元の特

別委員会資料の表紙を御覧ください。

中山間地域の振興に係る現状と課題及び現在

の取組について、地域交通の維持・確保の取組

について、新たな情報通信基盤を活用した中山

間地域の利便性向上の取組についてでございま

す。

それぞれ担当課長から御説明をさせていただ

きます。どうぞよろしくお願いいたします。

○川端中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課でございます。

委員会資料１ページ目をお開きください。

中山間地域の振興に係る現状と課題及び現在

の取組について御説明いたします。

まず、１の本県の中山間地域についてでござ

います。本県の中山間地域は、中山間地域振興

条例及び同施行規則により、過疎法等の地域振

興５法と農林水産省が分類している農業地域類

型における中間・山間農業地域と規定されてお

ります。新富町、高鍋町、川南町の３町と宮崎

市・都城市・延岡市・日向市の中心部を除く23

市町村にまたがる地域が該当いたします。これ

は、本県の人口の約４割、面積の約９割を占め

ています。

２ページ目を御覧ください。

２の中山間地域における人口の推移・将来推

計についてであります。

まず、上のグラフですが、本県の総人口の推

移と推計を表しております。本県の中山間地域

の人口は、今から約40年前の昭和55年から減少

が続いており、将来推計においても、平成27年

から30年後の令和27年には、人口が約４割減少

すると見込まれております。

中山間地域以外の人口は16.6ポイントの減少

ですので、中山間地域の人口減少が著しいこと

が分かります。

下の表は、年齢３区分別の人口構成の推移を

表しております。中山間地域は、15歳から64歳

の生産年齢人口の割合がそれ以外の地域と比較

して5.8ポイント低く、少子高齢化の傾向がより

顕著になっております。

３ページは、県内の市町村、圏域ごとの人口

の推移を表にしております。

平成２年から令和２年までの30年間で、県全

体の人口は116万8,000人から約９万9,000人減少

しており、このうちの約８割に当たる約８万人

が、全域が中山間地域である市町村で減少して

おります。

また、表の一番下の欄になりますが、全域が

中山間地域である18市町村の県全体に占める人

口の割合は、平成２年に29％だったものが、令

和２年には24.3％と4.7ポイント減少しておりま

す。南那珂地域や西諸県地域、延岡・西臼杵地

域の減少が目立っています。

４ページを御覧ください。

こちらは、平成30年度に現行の中山間地域振

興計画を策定する際に行いました、中山間地域

を有する23市町村へのアンケート調査の結果の

一部です。

まず上の表ですが、県内の中山間地域に

は1,861の集落があり、そのうちの約３割に当た

る602集落で高齢化率が50％を超えています。

10年以内に消滅するという回答は少ないもの

の、約８割に当たる1,580集落では、今後も人口

が減少することが見込まれております。

令和３年６月28日（月曜日）
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次に、下の表ですが、こちらは日常生活にお

ける問題についての回答です。「買い物」、「交

通手段」、「病院」の全てについて、問題が生じ

ていると回答する集落が増加傾向にあります。

５ページ目をお開きください。

本県の中山間地域の振興に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するため、宮崎県中山間地

域振興計画を策定しており、全庁的に取組を続

けております。

現行の計画期間は、令和元年度から令和４年

度までの４年間です。

目指す将来像は、人口減少下においても、将

来にわたって安心して住み続けられるよう、「ひ

と」、「くらし」、「なりわい」の維持・確保に取

り組みながら、創意工夫により地域が一体となっ

て、長年にわたって築いてきた固有の文化や歴

史を引き継いでいける中山間地域としておりま

す。

中ほどに重点施策を記載しております。御覧

のような「ひと」、「くらし」、「なりわい」の３

つの柱で施策を整理しており、施策の方向性を

黒丸で記載しております。

産業振興のための基盤整備や道路などの社会

資本の整備や環境保全といった内容につきまし

ては、「継続して取り組む基盤づくり」として整

理しております。

次に、４の主な課題と取組について、計画の

重点施策ごとに御説明します。

まず、「ひと」についてですが、課題としては、

人口の減少、高齢化による地域活力の減退があ

ります。

急速な人口減少や少子高齢化に伴い、地域の

活力が失われる恐れがあり、将来への不安につ

ながっております。一定の人口減少は避けられ

ない中でも、若者の県外流出の抑制やＵＩＪタ

ーン希望者の呼び込みを行う必要があることか

ら、移住者を含めた人の確保の施策が重要と考

えております。

主な関連事業として、当課の新規事業を２つ

掲載しております。

１つ目は、「中山間地域人財育成環境整備モデ

ル事業」です。

これは、中山間地域における人材の確保・育

成のため、中山間地域と都市部の事業者間で人

材育成を目的とした相互人材交流による研修環

境の整備を支援するものです。

今年度は、西米良村と美郷町の公立病院と宮

崎大学医学部附属病院の間で看護師の交流を行

いたいと考えております。

次に、「移住者受入環境整備・情報発信強化事

業」です。

これは、新型コロナウイルス感染症により、

リモートワーク等の新しい働き方や地方暮らし

への関心が高まる中で、中山間地域において顕

著となっている受入れ施設不足を解消するため、

空き家対策を強化して移住者の受入れ環境の整

備を促進するとともに、本県における新しい暮

らし方をパッケージ化して県外に発信するなど、

効果的なＰＲを展開することで本県への移住を

促進するものです。

６ページ目を御覧ください。

２つ目の重点施策の「くらし」についてであ

ります。

課題としては、暮らしを支える基盤の弱体化

が挙げられます。

人口減少に伴う市場規模の縮小により、商店

やガソリンスタンド、また、交通・物流、医療

等の生活に必要なサービスを担ってきた事業者

の撤退が進み、安心・安全な暮らしを支える基

盤の弱体化が懸念されるところであります。



- 4 -

令和３年６月28日（月曜日）

これについては、地域住民や企業、ＮＰＯ法

人等の多様な主体が連携・協働しながら、複数

の集落を交通・物流ネットワークで結ぶことで、

圏域全体の生活を守る仕組みづくりに取り組ん

でまいりたいと考えております。

主な関連事業として、当課の継続事業を２つ

と、今議会に提案中の事業を１つ掲載しており

ます。

まず、「『宮崎ひなた生活圏づくり』地域の絆

ステップアップ事業」です。

これは、地域の人口推計を踏まえ、地域の合

意に基づいて将来に備えるため、地域住民が参

加した地域運営組織等が実施する人口減少抑制

や生活必須機能の維持に向けた取組を支援する

もので、各地域の住民によるワークショップの

実施と、その後の事業活動のスタートアップを

支援するものです。

次に、「中山間地域買物・物流支援事業」です。

これは、移動スーパーや地域のよろず屋によ

る買物支援に取り組む事業者等に対して支援を

行うことで、中山間地域の買物難民を支援する

ことと、将来的なドローン配送の実現を目指す

ための実証実験等を行うものでございます。

また、「中山間地域移動手段確保支援事業」に

ついては、新型コロナウイルスの影響が長期化

する中で、中山間地域の交通弱者への対応とし

て、地域住民などが自ら実施する交通空白地有

償運送の導入の検討に対して支援を行うもので

す。

現在、県内の高齢者に対する住民の移動支援

は各地で行われておりますが、そのやり方は、

ガソリン代等の実費分以外を受け取ることので

きない互助輸送の範囲となっております。活動

する方々の善意で成り立っておりますが、今後

ますます必要とする地域が増える中で、持続的

なサービスとして継続し続けることを考えます

と心配な面もあります。

今回、当事業で導入検討を支援することとし

ている「自家用有償旅客運送」は、道路運送法

上の制度であり、運送の対価も非営利とみなせ

る範囲であれば受け取ることができます。国へ

の登録が必要となりますが、今後、持続的なサ

ービスの提供を考えると、法の制度に沿ったこ

の制度での運行事例が県内にでき、更に他の地

域にも普及していくことが必要ではないかと考

えております。

下の図は、宮崎ひなた生活圏づくりのイメー

ジを示したものです。

真ん中下にある地域は拠点となる基幹的集落

や旧市町村の中心部等を想定しております。そ

の右上、左上にそれぞれ周辺集落、奥には小規

模集落があります。

宮崎ひなた生活圏づくりでは、集落単位では

日常生活に困る状況であっても、これらの地域

をつなぐことで、全体として地域での生活が成

り立つようにするものです。そのためには、各

集落を結ぶデマンド交通やコミュニティバス、

互助輸送や自家用有償運送等の移動手段も必要

です。

また、移住者の受入れや地区での話合いを行

いつつ、将来的にはドローンによる日用品の配

送等も実現できればと考えております。

７ページ目をお開きください。

最後に、３つ目の重点施策の「なりわい」に

ついてです。

課題として、産業や地域活動の継承の困難化

が挙げられます。中山間地域における主要産業

である農林水産業をはじめとする担い手不足が

より顕著になることにより、地域で引き継がれ

てきた産業や地域活動・伝統芸能の承継が困難
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になる恐れがあります。

これについては、担い手の確保や事業承継の

取組、地域資源や新技術の活用等が考えられる

ところであり、農政水産部や環境森林部の取組

が中心になるところです。

当課が取り組む主な関連事業として、１つ事

業を掲載しております。「中山間地域経済循環促

進事業」です。

これは、主に２つの事業で構成しており、一

つは、公益財団法人宮崎県産業振興機構内に設

置している中山間地域産業振興センター内にコ

ーディネーターを配置しています。コーディネ

ーターが中山間地域を巡回し、地場の特産品を

生かした商品開発や販路拡大等をお手伝いする

ものです。

もう一つは、市町村に対して、特定地域づく

り事業協同組合の設立に向けた支援を行うもの

です。

この特定地域づくり事業協同組合制度につい

ては、下に括弧書きで説明を載せております。

地域人口の急減に直面している地域において、

農林水産業、商工業等の地域産業の担い手を確

保するため、季節ごとの労働需要等に応じて複

数の事業者の事業に従事するマルチワーカーに

係る労働者派遣事業を行う事業協同組合に対し

て、国が財政的・制度的な支援を行う制度であ

ります。

昨年６月に施行された人口急減法を根拠とし

ており、事業者単位では年間を通した仕事がな

く、安定的な雇用環境や一定の給与水準を確保

できないことで、人口の流出や移住者受入れの

障害となっている場合に、地域の仕事を組み合

わせることで、年間を通じた仕事を創出し、派

遣する職員を雇用して安定的な雇用環境と一定

の給与水準を確保することで、地域内外から若

い担い手を確保するものです。

組合の運営経費の半分を利用料金収入で賄っ

た場合、残りの半分は市町村からの支援となり

ますが、その半分のうちの半分である全体の４

分の１は国の交付金が充てられます。更に残り

の４分の１の半分である全体の８分の１は特別

交付税が措置されるため、市町村負担は全体の

８分の１になります。

この制度を活用できるのは、人口が急減して

いる地域―過疎法に基づく過疎地域やそれと

同程度に人口が減少している地域です。

県内においてもこの制度を積極的に活用でき

るよう、市町村に制度を周知し、協同組合設立

の取組を支援してまいりたいと考えております。

当課からの委員会資料の説明は以上です。併

せて、参考資料の御紹介をさせていただきます。

参考資料１は、昨年９月議会で報告した、宮

崎県中山間地域振興計画に基づいて令和元年度

に行った主な施策の報告書の写しです。

内容は、宮崎県中山間地域振興条例第７条第

２項に基づき、毎年９月議会において、前年度

の県全体の事業実績及び計画の指標の達成状況

について報告させていただいているものです。

詳細の説明は割愛させていただきます。

次に参考資料２を御覧ください。前回の特別

委員会で委員からお尋ねのあった移住希望者の

空き家待ち状況についてです。

各市町村に照会したところ、県外から本県へ

の移住を希望している方の空き家待ちの件数は

令和３年５月31日現在130件でした。

２の市町村別内訳についてですが、令和２年

度に空き家バンクに掲載されていた物件数、そ

のうち活用に至った物件数及び令和３年５月31

日時点での空き家待ちの件数を市町村ごとに記

載しております。
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空き家待ちの件数が多い自治体は、日南市、

えびの市、美郷町という結果です。えびの市の

空き家待ちの件数が突出して多いのは、ほかの

市町村と数字の基準が異なるためです。えびの

市の件数は、空き家バンクのシステムに登録し

た県外在住者の人数から既に成約した人数を引

いたものであり、実際の空き家待ち件数とは趣

旨の異なる数字となっております。

表のうち、宮崎市や都城市のように空き家待

ちの件数の欄が横線で表示されているものは、

市町村が空き家待ちの件数を把握していないも

のです。

今後とも市町村と連携しながら、移住者向け

の空き家利活用の促進に取り組んでまいりたい

と考えております。

○髙橋総合交通課長 総合交通課でございます。

８ページの地域交通の維持・確保の取組につ

いて御説明いたします。

中山間地域においては、人口減少や少子高齢

化がますます進展していることから、県民生活

を支える基盤の弱体化が懸念されるところであ

ります。その中でも、県民の移動手段の確保は

大きな課題の一つです。

本日は、中山間地域を含めた地域交通を維持

・確保していくための取組として、３つの事業

を御説明いたします。

初めに、令和３年度当初予算事業「広域的移

動手段確保支援事業」です。

事業の目的・背景は、地域間を結ぶ広域的な

移動手段を確保するとともに、地域の交通需要

に応じた最適な運行形態への見直しを推進する

市町村の取組を支援するというものです。

予算額は１億624万円、財源は一般財源、事業

期間は令和３年度から令和５年度まで、実施主

体は市町村等です。

下の図を御覧ください。

縦軸を移動距離、横軸を乗車密度として、右

上の市町村間を結ぶ広域的なバスから、左下に

いくにつれて、市町村内や地域内といった小さ

な範囲で提供される交通サービスを段階的に示

しております。

現在、一番右上の地域間幹線系統はバス事業

者が運行しております。利用者の減少により事

業者が廃止した路線は、その下にあります広域

的バス路線－いわゆる廃止代替バスとして、

市町村が引き継いで運行しております。

しかし、その多くは、運行形態が変わらず、

大型バスによる定時定路線での運行を続けてお

り、需要に合致していないために運行欠損が生

じ、減便や路線縮小を行いながら維持していま

す。その結果、利便性の低下を招く状況となっ

ております。

このような路線における運行形態の見直しを

推進するため、今回、広域的コミュニティバス

という新しい概念を導入し、車両の小型化や運

行の効率化に取り組む市町村等に対して支援を

行う予定です。

事業の効果としましては、需要規模に応じた

最適な広域的移動手段を提供し、地域内での交

通対策事業を総合的に進めることで、持続可能

で利便性の高い地域交通ネットワークの構築が

図られると考えております。

また、本事業のほかにも、昨年度から持続可

能な地域交通ネットワーク構築のための総合対

策事業を創設をしております。

例えばコミュニティバスの運行情報の見える

化を支援することやオンデマンド交通システム

の導入を支援するというものです。これらの事

業を組み合わせることで、安心して地域で暮ら

せる持続可能な地域交通ネットワークの構築が
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図られると考えております。

続いて９ページを御覧ください。６月補正予

算の２つの新規事業について説明いたします。

まず、「地域間幹線バス運行支援事業」につい

てです。

１の事業の目的・背景についてです。地域間

幹線バス路線について、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大の影響により、利用者が著しく

減少していることから、緊急的に運行支援を行

うことにより安定的な運行を確保するとともに、

ポストコロナを見据えたバス路線網の最適化に

向けた調査等を行うことにより、持続可能な地

域交通ネットワークの構築を図るものです。

予算額は１億6,000万円余り、財源は国の地方

臨時交付金を活用し、事業期間は令和３年度の

単年度の事業です。

事業の内容は、下の図を御覧ください。

地域間幹線バス路線については、国・県によ

る補助により運行支援を行っていましたが、コ

ロナの影響により、バスの利用者が約７割に減

少しています。これまでは、収益性の高い高速

バス事業や貸切バス事業でカバーしておりまし

たが、各事業とも収益減となり、地域間幹線バ

スをカバーできなくなっていることから、今回、

路線維持のための緊急的な運行支援を行うもの

です。

併せて、ポストコロナを見据えたバス路線網

の最適化に向けた乗降調査や路線見直しの検討

を、市町村や交通事業者と連携して行うもので

あります。

路線の見直しについては、例えば運行区間や

経路を検討することや車両の小型化をすること、

定時ダイヤのデマンド化を検討することや地域

間幹線バス路線だけではない他の交通モードへ

の転換等を検討するというものです。

事業の効果としては、本県の重要なバス路線

である地域間幹線系統への支援を強化すること

により、安定的なバスの運行が確保でき、県民

の移動手段の維持・確保を図ることができるも

のと考えております。

最後に、10ページでございます。

６月補正予算の事業の「市町村交通事業者支

援事業」です。

１の事業の目的・背景です。コロナ禍の影響

が長期化し、２回目の県独自の緊急事態宣言が

発令されるなど、さらなる人流の抑制により、

県内各地域の公共交通事業者等の経営は非常に

厳しい状況にあります。このため、市町村が実

施する公共交通事業者等への支援の取組に対し、

県が補助・支援を行うものです。

予算額は２億5,000万円余り、財源は国の地方

臨時交付金を活用します。事業期間は令和３年

度です。

地域性や交通需要等の地域の実情に応じて市

町村が実施する、貸切バスやタクシー等の交通

事業者等への支援事業に対して、県が全額補助

をする事業です。

事業効果としては、市町村が実施する支援事

業に対して県が補助することにより、県民の移

動手段を確保し、持続可能な地域公共交通ネッ

トワークの維持が図られるものと考えておりま

す。

当課からの説明は以上です。

○戸髙情報政策課長 情報政策課でございます。

資料の11ページをお開きください。

新たな情報通信基盤を活用した中山間地域の

利便性向上の取組について御説明いたします。

まず、１の宮崎県情報化推進計画についてで

す。

（１）の計画策定の趣旨についてですが、１
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つ目の丸にあるように、コロナ禍で浮き彫りと

なった課題の解決や国のデジタル庁創設など、

デジタル社会実現に向けた動きが一層加速して

おります。

また、２つ目の丸にありますように、本県に

おける少子高齢化や人口減少など様々な課題に

対応するためにも、デジタル化が急務となって

おります。

そのため、３つ目の丸にありますように、今

年度を「みやざきデジタル化元年」と位置づけ、

本県におけるデジタル化施策の方向性を示す計

画を昨年度末に策定したところであります。

次に、（２）の主なポイントについては、右の12

ページの概要を示した図で説明させていただき

ます。

まず、基本目標に「県民誰もが輝き、安全・

安心で豊かさを実感できる人間中心のデジタル

社会の実現」を掲げております。また、その下

に「人間尊重を基本に誰一人取り残されること

なく、デジタル化の恩恵を実感できる社会全体

のデジタル改革を推進」することとしておりま

す。

これは、デジタル化は手段であって目的では

ないこと、私たちの全ての活動がデジタルで代

替えできるものではないことに十分留意し、誰

一人取り残されることなく、デジタル社会の恩

恵を実感できる社会を目指すことを意図するも

のでございます。

次に、施策の基本的方向についてであります。

図の中段にありますように、３つの柱を立てた

ところです。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、

官民を通じたデジタル化の遅れが顕在化したこ

とから、デジタル・ガバメントの推進や暮らし

・産業分野など社会全体のデジタル改革を進め

ることとしております。

特に、この特別委員会のテーマであります地

域振興については、３の中山間地域の利便性向

上として項目立てているところであり、本県に

とって重要なテーマの一つであると認識してお

ります。詳細については、後ほど次の項目で説

明させていただきます。

推進体制については、下側に記載しておりま

すが、全庁的な取組を更に進めるため、知事を

トップとする宮崎県デジタル化推進本部を新設

したところであります。

また、実務については、テーマごとに部局を

超えて様々な関係部署と連携・協力していく必

要がありますので、４つの部会を設け、分野別

に進めているところです。

加えて、官民で構成する宮崎県デジタル社会

推進協議会を新設するとともに、既存の宮崎県

市町村ＩＴ推進連絡協議会とも連携を図りなが

らデジタル化を進めていくこととしております。

左の11ページにお戻りください。

（３）の計画推進スケジュールですが、４月

に本部会議を開催したところであり、今後は、

各部会において検討しながら、10月と３月に本

部会議を開催する予定としております。

13ページをお開きください。

続いて、２の中山間地域における課題解決及

び地域活性化に資するモデルの創出について説

明します。

まず、（１）の中山間地域における課題につき

ましては、先ほど中山間・地域政策課から説明

がありました３つの課題を挙げております。

これらの課題を解決するため、ＩＣＴには、

（２）にありますように３つの役割が期待され

ております。

まず１つ目が、①の交流人口や関係人口の拡
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大であります。

ＩＣＴを活用した情報発信や関係づくりの取

組により、観光などの交流人口を拡大させると

ともに、地域外の人材を地域の熱心なファンと

して取り込み、関係人口を拡大させることが期

待されます。

想定される取組としては、観光の分野で、４

Ｋ・８Ｋの高精細カメラで撮影した映像をリア

ルタイムで配信することや、オンラインツアー

による臨場感あふれる体験をしてもらうことな

どが想定されます。

２つ目に、②の地理的・時間的制約の克服で

す。

ＩＣＴの普及により、中山間地域においても

インターネットを通じて、あらゆる地域の消費

者との商取引が可能となっております。

また、５Ｇ等の活用により、オンラインを通

じた会議や授業が可能となり、地理的・時間的

制約を超えた仕事や学習の環境整備も期待され

ます。

ビジネスの分野では、距離を感じることなく

リアルタイムで会議を開催したり、デジタルマ

ーケティング等を活用して特産品の販路を拡大

させることが想定されます。

さらに、教育の分野では、オンラインでの学

習指導等により、中山間地域であっても都市部

と同等の学習環境を構築したり、小規模校同士

で遠隔共同授業を行うことで複式学級を解消す

るなどが想定されます。

３つ目は、③の生産性の向上です。

ＩＣＴを活用して労働者１人当たりの生産性

を高めることにより、人口減少や少子高齢化に

よる労働力不足を補うだけでなく、より生産的

な仕事に注力することができ、新たな付加価値

の創出を通じた競争力の強化につながることが

期待されます。

林業の分野でのドローンを用いた森林資源の

調査や、畜産の分野においては家畜の様子を撮

影した映像を解析し、遠隔からでも家畜の状態

把握や異常を検知することなどが想定されます。

右の14ページを御覧ください。

昨年度から実施しているローカル５Ｇ等を活

用した地域課題解決実証事業について説明しま

す。

①の事業の目的にあるように、新たなインフ

ラとして注目を集めているローカル５Ｇ環境を

設定し、本県における課題解決及び地域活性化

に資するモデルの創出を目的としております。

②にあるように、昨年度は、中山間地域であ

ります椎葉村で実証事業をしました。椎葉村内

に昨年度オープンした交流拠点施設のＫａｔｅ

ｒｉｅ（かてりえ）と村内の小学校５校、中学

校１校に加え、宮崎大学附属小学校を主な舞台

に実施しました。

教育分野では、村内の小学校間をインターネッ

トで接続し、同学年の授業を共同で実施したり、

宮崎大学附属小学校とＫａｔｅｒｉｅ（かてり

え）を接続し、交流授業を実施しました。

また、週末には宮崎大学とＫａｔｅｒｉｅ（か

てりえ）を接続し、Ｋａｔｅｒｉｅ（かてりえ）

に集まった村内の中学３年生を対象に、大学生

による遠隔での学習指導などを実施しました。

地域振興分野では、Ｋａｔｅｒｉｅ（かてり

え）においてプログラミング授業を実施したり、

テレワークやワーケーションを行うことができ

るよう、情報セキュリティーに配慮した安全な

環境の提供などに取り組みました。

今回の実施効果や課題はホームページ上で公

開しており、今後の中山間地域の教育分野や地

域振興分野におけるローカル５Ｇ等を活用した
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地域課題解決の取組に役立てていただくことと

しております。

なお、今年度の実証事業については、現在、

事業者を公募しており、８月上旬に事業者を決

定する予定としております。

最後に、一番下の図は、今回説明したＩＣＴ

活用の取組などを導入することで、将来にわたっ

て活力が維持できる地域のイメージを表したも

のになります。

情報政策課の説明は以上です。

○脇谷委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、御質疑がございましたら、御発言を

お願いします。

○右松委員 ９ページの地域間幹線バス運行支

援事業について質問です。

今回、国庫で１億6,217万8,000円の予算が組

まれています。コロナ禍でバスの利用者が７割

減少したということは大変な状況だと思います。

バス事業者がどのように経営改善に努めていく

のかが見えると、県民の理解が得やすいと思い

ます。

資料には、バス路線網の在り方について県が

主体となって包括的に効率化・最適化に向けた

検討を行うとあります。県はバス事業者の検討

過程にどの程度関わることができるのかを教え

てください。

○髙橋総合交通課長 地域間幹線バス運行支援

事業は、２つの柱がございます。１つ目が緊急

的な運行支援です。企業努力もなく赤字が膨ら

んだのかを確認しないまま支援をするわけでは

ありません。交通事業者は、人件費の削減等で

２億5,000万円を超える経費を削減しています。

県として企業の自助努力を引き続き求めるこ

とは当然であり、その上で緊急支援をするもの

でございます。

２つ目の柱に路線網等の最適化がございます。

昨年、地域公共交通活性化再生法が改正され、

県や市町村には、主体となって持続可能なネッ

トワークを構築していく努力義務が課されてお

ります。

路線網等の最適化については、市町村や地域

の交通事業者の実態を把握していくことが不可

欠です。県も市町村や交通事業者と一緒になっ

て見直しを進めていきたいと考えています。

そのための会議体として、既に県のバス対策

協議会の他に８つの地域分科会がありますが、

これ以外の会議体の設立も考えております。

会議体は、県や市町村、沿線の交通事業者も

構成員となっております。

○右松委員 私は人件費の削減は企業努力・自

助努力と考えるのはどうかと思います。魅力的

な企業でないと、雇用の維持の面でも大変だと

思います。

私は、お客さんが乗りたいと思う乗り継ぎや

運行経路にすること等の企業の努力が必要と思

います。

先ほど、会議体や地域の分科会で検討すると

ありましたが、会議でバス事業者から提案され

る方策を検討するだけで良いのでしょうか。事

業者の考え方と地域住民の考え方は必ずしも一

致しないと思います。

私は、事業者の考え方と相違する意見も把握

する必要があると思います。

○髙橋総合交通課長 路線網の最適化の検討を

進めるに当たり、交通事業者の案を県が是認す

るだけでは意味がないと考えています。

県としても効率化だけではなく、利便性を重

視しながら路線網の最適化を進めていきたいと

考えております。

多くの人が乗っていて、移動手段としても役
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に立っているところに対して公費を使うべきだ

と考えておりますので、路線網の最適化につい

ては、利用者のニーズを踏まえた形になるよう

にしたいと思います。交通事業者だけだと効率

化を追求しがちですが、地域住民の移動手段の

確保という観点を踏まえ、県と市町村が一緒に

検討していきたいと考えております。

○右松委員 分かりました。地元の人しか分か

らないような話もあるので、時には議会を活用

していただきながら、地域交通を守れるような

知恵をバス事業者と一緒に絞っていただきたい

と思います。

○武田委員 コロナ禍でバス事業者が相当なダ

メージを受けたために今回予算がついたわけで

すが、コロナ禍以前にやっておかなければいけ

なかった対策だと思います。

今回の事業はバスの運行支援ですが、広域的

な視点として、ＪＲや地域のコミュニティバス、

乗合タクシー、自家用車を使った移動手段等を

含めたきめ細かな移動手段の体系を担当課に指

導してもらいたいです。

この問題は、宮崎交通や県、市町村のコミュ

ニティバスの問題だけではありません。

私は串間市に住んでいますが、串間市から都

城市へ行く場合は、志布志市を経由しないとい

けません。串間市から志布志市、曽於市、都城

市まで広げてコミュニティバスを利用できるよ

うに考えていただきたいです。

○髙橋総合交通課長 地域交通については、地

域間幹線バス路線だけでなく、そこから乗り換

えていく枝線のフィーダー路線を含めてネット

ワークとして考えていくことが必要です。

域内交通についても、見直しの方針がないと

検討が進んでいかないと考えます。

ポストコロナを見据えたバス路線網等の最適

化は、地域間幹線バスだけではなく、広域的な

バスや鉄道を含めた交通ネットワークの中でど

のようにしていくのか、市町村や関係する交通

事業者と協議を進めていきたいと考えておりま

す。

○山下委員 川南町はＪＲの駅が町から４キロ

程沿岸にあります。ＪＲで通学・通勤する人は、

駅まで車で行くか、親が子供を車で送迎してい

ます。高鍋町や西都市の高校へ通っている子供

を親が送り迎えをしている家庭は相当数ありま

す。このような需要を捉えて路線網を構築しな

いといけないと思います。ＪＲのダイヤに時間

を合わた路線網は組みやすいと思います。

利用者の需要を捉えた視点で事業を行わない

と、行政が補助金を出しても状況は改善しない

と思います。バスの利用者が多くなるように事

業者を指導してもらいたいと思います。

○髙橋総合交通課長 バス利用者は、コロナ前

から減ってきており、コロナ禍で更に利用者が

減った状況です。

これまでバスを利用していた人に利用しても

らうだけではなく、新しい需要を拾っていくこ

とは大切だと考えております。

どこからどこにどのような目的で移動するの

かや、いつ移動するかという利用の実態や利用

者のニーズを把握し、それを反映した路線にす

ることは、交通サービスを提供する際の大前提

です。その点を含めて、県だけではなく市町村

や交通事業者としっかりと協議をしていきたい

と思います。

○武田委員 ７ページの特定地域づくり事業協

同組合制度について質問です。この事業はすば

らしいと思います。例えば小さなお店は、人を

常時雇用して給料を支払うことは厳しいです。

特定の店で特定の時間帯や特定の曜日に短時間
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働く場合は働く側は給料が少ない。働く側があ

る程度の収入を得られないと、就職もできない。

雇用側と働く側のマッチングがうまくいかない

ことがよくあるため、この事業をぜひ実現して

もらいたいと思います。

本県ではまだ協同組合は設立していないとい

うことですが、今後どのように取り組んでいこ

うと考えているか教えてください。

また、シルバー人材センターや人材派遣業と

の違いはどのようになっていますか。

○川端中山間・地域政策課長 特定地域づくり

事業協同組合の設立の取組については、昨年７

月の補正予算で調査費の予算を頂き、県内３町

村でモデル的に調査を行いました。五ヶ瀬町、

美郷町、西米良村で地域の事業者の意向調査や

仕事の組合せ等をシミュレーションしたところ

です。

その結果、仕事は年間を通じて供給できるこ

とがわかりましたが、収入の面のシミュレーショ

ンでは赤字が大きく、市町村の財政負担が大き

くなることがわかりました。事業規模や給与の

支払額が大きい事業者に参加してもらえると事

業が成り立ちやすいため、市町村と話し合いな

がら取り組む必要があると考えています。

昨年度に調査した地域を中心に、県内で１か

所は今年度中に設立できるよう取り組んでいる

ところです。全国では14組合が設立されており

ます。島根県選出の衆議院議員の細田博之議員

がこの法律の施行に大きく関わったということ

で、島根県で５組合設立しており、ほか９県に

１組合ずつ設立されているところです。本県で

も早いうちにモデル的に１組合つくりたいと考

えています。

シルバー人材センターは、派遣事業もできま

すし、高齢者が20時間の労働時間の範囲で請負

をする制度です。特定地域づくり事業協同組合

は、若者を呼び込んで地域を興すために、年間

では雇用できないところをパッチワーク的につ

ないで雇用の場をつくるという考えです。

県としては、この事業協同組合をＵターンす

る若い人材の確保に活用していただきたいと考

えているところです。

○武田委員 中山間地域の田舎ほどこの事業が

必要ですが、大きな事業者がいないです。この

事業を中山間地域にどのようにマッチさせてい

くのでしょうか。

シルバー人材センターとは目的が違うと思い

ますが、ノウハウを持っていると思います。田

舎にもシルバー人材センターや個人の派遣業者

があるので、この事業協同組合が設立すれば人

材の奪い合いが始まることも考えられます。そ

のようなことも設立の際に考慮し、地域に根づ

くような事業協同組合をつくっていただきたい

と思います。この制度は、中山間地域が生き残

る一つの光のような思いがするので、ぜひ成功

させていただきたいと思います。

○川端中山間・地域政策課長 この制度は市町

村が大きく関わらないとできない仕組みになっ

ています。また、地域の事業者の皆さんも大き

く関わっていただく必要があります。

補足ですが、この法律ができたときは、建設

業は労働者の派遣ができない業種であり、林業

も地ごしらえや植林の部分は労働者の派遣がで

きない制度になっておりました。

今年の５月12日に、厚生労働省と総務省、林

野庁が話し合い、制度の緩和が行われ、緑の雇

用研修制度の活用により、在籍型出向で林業へ

の適応ができるようになりました。

特に中山間地域の山間部では、森林組合が組

合に参加できるようになると、制度的にも成り
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立ちやすくなるのではないかと期待しています。

○井上委員 中山間地域の振興計画も、特定地

域づくり事業協同組合も、市町村単位で考えら

れています。市町村単位で何かをしようとする

と、小さな市町村では難しいことが多いです。

良い取組でも人がいないから議論すらできない

という状況に陥りますので、市町村を越えた圏

域で考えることはできませんか。

○川端中山間・地域政策課長 特定地域づくり

事業協同組合は、制度上は広域で取り組むこと

はできます。ただ、財政負担が発生した際の負

担割合を市町村間で取り決める点がハードルと

してあります。

例えば、五ヶ瀬町で組合をつくれば、高千穂

町の事業者も参加することはできますし、県と

しては、町の範囲内にこだわらずやって良いと

考えております。

ただ、赤字部分に対して市町村の財政負担が

生じるので、どちらの市町村が負担するのかな

どを十分に考える必要があります。市町村とよ

く話し合いながら進めていきたいと思います。

○井上委員 考え方を柔軟にする必要がありま

す。森林組合やいろいろな団体の力やアイデア

をもらって進めてもらいたいです。

川端課長が今年度中に１組合つくりたいと言

う熱意は分かりますが、負担額について具体的

に議論することができないと、なかなか先に進

まないと思います。制度の問題であれば、国に

制度を変えさせることも必要と思います。

私もこの事業はすばらしいと思います。この

制度の対象となる地域は人口急減地域ですから、

市町村単位で実施するとなれば、実施が難しい

市町村が出てくるので、圏域で考えていける状

況をつくり出してもらいたいです。

○川端中山間・地域政策課長 森林組合もＪＡ

も広域でやっております。広域的な視点も踏ま

えて取り組んでいきたいと思います。

○太田委員 過疎化の進展を公の力で止めるこ

とは難しいので、行政の皆さんは大変な取組を

されていると感心します。

私は運転が下手なため、ＪＲで県議会に通っ

ています。議員15年目に試算したところ、ＪＲ

に運賃として700万円程度支払っていました。そ

れから５年が経過したので、これまでにＪＲ

に1,000万円を支払ったことになり、私はＪＲの

運営には貢献したと思っています。

一方、私はバスに乗ることはほとんどありま

せん。行政がデマンドバス等の事業をやってい

ても、私たち自身が乗ろうという気持ちがない

とうまくいかないと感じました。

７ページの特定地域づくり事業協同組合につ

いては、私も良い取組と思いますので、モデル

的にでも県内に１組合つくってもらいたいです。

私は行政の方はきめ細かに事業に取り組んで

いると思っています。私たち県民も、それに沿っ

て行政に協力していかないといけないと思って

います。

○川端中山間・地域政策課長 ありがとうござ

います。この組合に就業する若者は、地域内の

若者や地域外からの移住者であり、このような

方々を地域づくり人材として就業してもらうこ

とを想定しています。私どもも頑張っていきた

いと思います。

○井上委員 14ページの教育分野の取組につい

て、具体的な効果をどのように評価されていま

すか。

また、今後の取組を教えてください。

○戸髙情報政策課長 ローカル５Ｇの特徴は、

超高速・超低遅延・多数同時接続です。遠隔で

も画像や音が遅れず、臨場感があったという点
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が利点でした。

また、超高速ですので、黒板に板書されてい

る文字もよく見えたという利点も聞かれました。

プログラミング授業は、中学２年生を対象に

行いました。椎葉村のような地方でもプログラ

ミングの仕事に就いて働くことができるという

ことを中学生の時期から感じてもらいたいと

思って実施しました。都会に出ても、Ｕターン

をして地方で情報技術を使った会社を起業する

ことも可能ということを感じてもらえると思い

ます。

○右松委員 携帯電話事業者における５Ｇサー

ビスのカバー率は全国でかなり低い状況です。

宮崎市内でもカバー率は相当低いです。

今後、県は、５Ｇをどういうふうに活用して

いくのか、方向性を教えてください。

○戸髙情報政策課長 ５Ｇの広がりについて、

国では令和５年までに10キロメッシュで全国的

な展開をするということになっていますが、そ

れも都市部が中心です。東京都や大阪府が中心

ですし、宮崎県内でも宮崎市や延岡市、都城市

が中心になります。知事会等を通じて、地方で

もやってもらえるように国へ要望を重ねている

ところです。

携帯電話のエリアの確保はかなり進んできて

いるため、５Ｇがないと携帯電話で通話ができ

ないというものではありません。５Ｇでは超高

速の通信が可能ということです。

５Ｇの活用方法を見いだし、国へ提案するこ

とで、地方でも充実してもらうことは可能と考

えております。

○右松委員 農林業や医療等、様々な分野で５

Ｇの活用範囲が広がるわけですから、県として

今後どのように取組を進めていくのかを聞きた

いと思いました。

現状は分かりましたが、今後の県の方向性を

また別の機会にでもお示ししていただくことを

お願いしたいと思います。

もう一つ質問です。６ページの中山間地域の

買物・物流支援のドローンによる配送の実現を

目指す実証実験についてです。物流ドローンは

とても高価で、１機当たり200万円から400万円

すると聞きます。飛行できる空間について法規

制もあるので、今後どこまで普及できるものな

のでしょうか。

消費者が支払える空輸の料金は、高くても500

円と言われていますので、高価なドローンを１

日に何回飛ばせば採算がとれるのか等の実用化

に向けた課題はいろいろあると思います。ドロ

ーンによる配送の実現を目指す実証実験の進捗

と今後の見通しを教えてください。

○川端中山間・地域政策課長 昨年度は日之影

町と西米良村で実験を行いました。日之影町は、

五ヶ瀬川を挟んでちょうど谷間になっていると

ころで、５キログラムの荷物をドローンで飛ば

しました。対岸の地区へ車で行くとかなり距離

がありますが、そこをドローンで配送する実験

です。

西米良村では、山を越えて運ぶ実験をしよう

としましたが、難しく、谷間をドローンで配送

する実験をしました。

今年度は西米良村で実験を行う予定です。小

川地区は、昼過ぎに新聞が届くのですが、これ

をどうにかできないかと思い、西米良村役場か

ら小川地区まで新聞を運ぶことを考えています。

また、災害等の際に道路が寸断された集落に、

食料品や飲料水を運ぶことを想定した実験に取

り組む予定にしております。

ドローンを活用した輸送実験は国土交通省が

中心になって取り組んでおります。例えば、５
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Ｇを活用して遠隔診療を行い、処方品をドロー

ンで届ける実証実験を行っております。

そんなに重くない荷物を自動運転のドローン

で運ぶこともできるようになっております。

昨年度に県が実施した実験では、電波状況の

制限により実施が難しい地域もありましたが、

将来的には制限は解消すると考えており、今後

も取組を進めたいと考えております。

○右松委員 空輸はオペレーションが非常に難

しいと聞いていますが、私は将来性があると思っ

ています。実用化に向けた検討を進めていただ

くようお願いします。

○蓬原委員 ５ページの宮崎県中山間地域振興

計画の重点施策は「ひと」「くらし」「なりわい」

と非常に堅い表現です。人間は遊び心がないと

生きていけないので、「ひと」「くらし」「なり

わい」に柔らかな視点の「あそび」が加わらな

いと若い人は入ってこないと私は思います。

県営施設ひなもり台のキャンプ場もグラマラ

スキャンプができるようになったように、求め

られる価値観が変わってきています。

特にコロナ禍で地方が注目をされているので、

「ひと」「くらし」「なりわい」に加えて、中山

間地域に遊びの空間をつくっていくというのも

中山間地域の新たなの魅力となるのではないか

と思いました。柔らかな視点も入れてみません

か。

○川端中山間・地域政策課長 中山間地域に若

者を呼び込むことが何よりも重要で、若者に魅

力のあるような中山間地域にしていきたいと思

います。中山間地域振興計画は４年に１回しか

策定しませんが、次期計画にそのような視点を

盛り込みながら取り組みたいと思います。

○蓬原委員 この地域は楽しいところだから住

もうと思えるような柔らかい遊びの視点も必要

と思いました。我々も知恵を絞りたいと思いま

す。

○安田委員 移動スーパーが少なくなってきて

いますが、中山間地域買い物・物流支援事業で

どのような支援をしているのか教えてください。

○川端中山間・地域政策課長 この事業は、昨

年の７月補正で予算を組ませていただき、５件

採択しました。移動スーパーを始める際には車

の購入費用が大きな負担になるため、車の購入

費用を補助率２分の１で補助し、採算ラインを

下げることができるような支援をしています。

補助対象は、中山間地域を巡回先に入れる事業

者です。

昨年度は、延岡市とその周辺地域、串間市、

国富町、西都市、延岡市を回っている方を５者

支援しました。

徳島県とくし丸という移動スーパーの開業を

支援する企業があります。昨年度に採択した５

者のうち、そういう企業の支援を受けて開業さ

れた方が３者ありました。

○安田委員 中山間地域は山が多く、自動車購

入費用よりガソリン代のような維持費がかかる

という話を聞いたことがあります。ガソリン代

の補助はないのでしょうか。

○川端中山間・地域政策課長 ガソリン代の補

助はしておりません。中山間地域の買物弱者を

守る移動販売コースと町場のコースを組み合わ

せて採算をとるようにお願いしています。

○脇谷委員長 ほかに御意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 御意見はないようですので、こ

れで終わります。

執行部の皆さんは退席いただいて結構です。

お疲れさまでした。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。
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午後２時36分休憩

午後２時38分再開

○脇谷委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本日御協議いただきたい内容は、県内及び県

外視察についてです。

御承知のとおり、新型コロナウイルス感染症

の影響で計画どおり視察を実施できない可能性

がありますが、現時点では視察を実施する方向

で御協議をお願いいたします。

今後の感染拡大によって、延期や中止を検討

すべきかどうかは、その都度、委員の皆様に御

相談申し上げながら、また、ほかの特別委員会、

常任委員会とも調整をしながら検討したいと考

えております。

それでは、協議事項（１）の県内調査につい

てであります。

まず、７月27日から28日に実施予定の県南調

査ですが、資料１を御覧ください。

前回の委員会におきまして、県内調査先につ

いて正副委員長に御一任いただきましたので、

資料のとおり日程案を作成しました。

まず、７月27日ですが、新富町を訪問し、住

民の利便性を低下させることなく、移動手段を

確保するオンデマンド交通システムを導入した

新富町の取組について調査を行います。

次に、宮崎市の宮崎日機装株式会社を訪問し、

去る５月に竣工した新工場の視察や雇用の拡大

・産業の振興の取組について調査を行います。

調査後は日南市内に宿泊予定です。

翌28日は、日南市飫肥地区を訪問し、市と民

間企業が協働で行っている歴史的建造物を活用

した地域振興の取組について調査する予定です。

午後は、串間市を訪問し、観光庁の事業を活

用して空き家改修に取り組む方と意見交換をさ

せていただく予定です。

暫時休憩いたします。

午後２時38分休憩

午後２時43分再開

○脇谷委員長 再開いたします。

このような案で準備を進めたいのですが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、そのように決定いた

します。

なお、諸般の事情により、行程に若干の変更

が出る場合があるかもしれませんが、正副委員

長に御一任いただきますようお願いします。

暫時休憩いたします。

午後２時43分休憩

午後２時46分再開

○脇谷委員長 再開いたします。

続いて、８月25日、26日に実施予定の県北調

査についてです。

次回の委員会は７月20日の予定であり、そこ

から県北調査まで余り時間がないため、早めに

調査先を選定しておく必要があります。

そのため、正副委員長でも、調査事項を踏ま

えた調査先をあらかじめ検討しているところで

す。

例えば椎葉村を訪問し、交流拠点施設「Ｋａ

ｔｅｒｉｅ」や昨年の台風で被災した土砂災害

復興現場の視察、地域防災に係る意見交換等を

検討しているところです。

今申し上げた内容も含め、県北調査について

御意見・御要望があればお伺いしたいと思いま

す。
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暫時休憩します。

午後２時46分休憩

午後２時47分再開

○脇谷委員長 委員会を再開いたします。

ただいまの御意見を参考にさせていただき、

次回の委員会において県北地域の行程案をお示

ししたいと思います。

次に、協議事項（２）の県外調査についてで

あります。

実施予定時期は、10月19日から21日と少し先

ですが、現時点で御意見・御要望があればお伺

いしたいと思います。

○井上委員 先ほど中山間・地域政策課から特

定地域づくり事業協同組合が全国で14組合ある

と説明がありました。島根県等を視察したいで

す。

○脇谷委員長 井上委員から島根県等の特定地

域づくり事業協同組合の視察希望がありました。

ただいまの御意見を参考にさせていただき、

準備を進めさせていただきたいと思います。具

体的な調査先の選定は、正副委員長に御一任を

いただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

次に、協議事項（３）の次回委員会について

であります。

次回委員会につきましては、７月20日火曜日

を予定しております。

私といたしましては、調査項目（２）の地域

活性化についてということで、以前井上委員か

らも要望がありましたが、産業振興の視点で商

工観光労働部等から企業の成長促進の取組や人

材確保支援について説明を伺うのはいかがかと

思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 そのほか、執行部への説明資料

の要求について、何か御意見や御要望はありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 ありがとうございます。それで

は、そのような形で準備をさせていただきたい

と思います。

最後に、協議事項（４）のその他で、委員の

皆様から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○脇谷委員長 次回の委員会は７月20日午前10

時からを予定しております。

以上で本日の委員会を閉会いたします。あり

がとうございました。

午後２時48分閉会
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